
e 法人単位の計算書と勘定別計算書の関係を明らかにする書類
１ 貸借対照表

（単位：円）

科 目 一般勘定 社会復帰促進
等事業勘定 調 整 法人単位

資産の部
Ò 流動資産
現金及び預金 145¶573¶192 451¶547¶751 ` 597¶120¶943

未収金 40¶286¶176 32¶771¶165� 33¶645¶561 39¶411¶780

たな卸資産 78¶660 273¶490 ` 352¶150

その他流動資産 17¶500 4¶429¶609 ` 4¶447¶109

流動資産合計 185¶955¶528 489¶022¶015� 33¶645¶561 641¶331¶982

負債の部

Ò 流動負債

運営費交付金債務 59¶980¶732 352¶794¶210 ` 412¶774¶942

未払金 51¶042¶076 131¶088¶651� 33¶645¶561 148¶485¶166

前受金 3¶444¶341 ` ` 3¶444¶341

短期リース債務 ` 36¶825¶342 ` 36¶825¶342

預り金 21¶962¶851 3¶736¶560 ` 25¶699¶411

流動負債合計 136¶430¶000 524¶444¶763� 33¶645¶561 627¶229¶202

Ó 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 19¶552¶220 539¶428¶903 ` 558¶981¶123

資産見返寄附金 13¶571¶093 ` ` 13¶571¶093

資産見返物品受贈額 26¶509¶118 14¶971¶178 ` 41¶480¶296

長期リース債務 ` 14¶603¶462 ` 14¶603¶462

資産除去債務 ` 13¶575¶048 ` 13¶575¶048

固定負債合計 59¶632¶431 582¶578¶591 ` 642¶211¶022

負 債 合 計 196¶062¶431 1¶107¶023¶354� 33¶645¶561 1¶269¶440¶224

Ó 固定資産

１有形固定資産

建物 8¶504¶966 5¶988¶211¶979 ` 5¶996¶716¶945

減価償却累計額 � 2¶863¶020�2¶222¶270¶385 `�2¶225¶133¶405

構築物 3¶490¶759 319¶153¶716 ` 322¶644¶475

減価償却累計額 � 2¶504¶827� 222¶781¶675 `� 225¶286¶502

機械及び装置 92¶689¶671 397¶274¶797 ` 489¶964¶468

減価償却累計額 � 83¶420¶707� 288¶859¶656 `� 372¶280¶363

車両運搬具 1¶218¶000 2¶542¶699 ` 3¶760¶699

減価償却累計額 � 1¶096¶200� 2¶288¶430 `� 3¶384¶630

工具器具備品 312¶500¶589 3¶024¶890¶951 ` 3¶337¶391¶540

減価償却累計額 � 266¶728¶323�2¶375¶597¶875 `�2¶642¶326¶198

土地 ` 6¶165¶209¶000 ` 6¶165¶209¶000

有形固定資産合計 61¶790¶908 10¶785¶485¶121 ` 10¶847¶276¶029

２無形固定資産

ソフトウェア 8¶062¶401 15¶485¶949 ` 23¶548¶350

電話加入権 491¶400 50¶400 ` 541¶800

著作権 ` 420¶000 ` 420¶000

無形固定資産合計 8¶553¶801 15¶956¶349 ` 24¶510¶150

固定資産合計 70¶344¶709 10¶801¶441¶470 ` 10¶871¶786¶179

資 産 合 計 256¶300¶237 11¶290¶463¶485� 33¶645¶561 11¶513¶118¶161
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配分方法は、以下の労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）第二十九条第一項に
掲げる業務（以下「社会復帰促進等事業」という。）に係る経理とその他の業務に係る経理とに区
分しており、社会復帰促進等事業に係る経理については、社会復帰促進等事業勘定を使用し、そ
の他の業務に係る経理については一般勘定を使用しております。また、人件費、一般管理費のう
ち勘定に共通する事項については、独立行政法人会計基準第103に基づき合理的な配賦基準に従っ
て配賦しております。
なお、交付金等の受け入れ勘定と実際に使用する勘定は一致しております。
〇研究所の目的 （独立行政法人労働安全衛生総合研究所法第三条）
独立行政法人労働安全衛生総合研究所（以下「研究所」という。）は、事業場における災害の予
防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る
事項に関する総合的な調査及び研究を行うことにより、職場における労働者の安全及び健康の確
保に資することを目的とする。
〇業務の範囲 （独立行政法人労働安全衛生総合研究所法第十一条）
研究所は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。
一 事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診
断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究を行うこと。
二 前号の業務に附帯する業務を行うこと。
２ 研究所は、前項の業務のほか、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第九十
六条の二第一項に規定する調査及び同条第二項に規定する立入検査を行う。

〇社会復帰促進等事業 （労働者災害補償保険法第二十九条第一項）
政府は、この保険の適用事業に係る労働者及びその遺族について、社会復帰促進等事業として、
次の事業を行うことができる。
一 療養に関する施設及びリハビリテーションに関する施設の設置及び運営その他業務災害及び
通勤災害を被つた労働者（次号において「被災労働者」という。）の円滑な社会復帰を促進する
ために必要な事業
二 被災労働者の療養生活の援護、被災労働者の受ける介護の援護、その遺族の就学の援護、被
災労働者及びその遺族が必要とする資金の貸付けによる援護その他被災労働者及びその遺族の
援護を図るために必要な事業
三 業務災害の防止に関する活動に対する援助、健康診断に関する施設の設置及び運営その他労
働者の安全及び衛生の確保、保険給付の適切な実施の確保並びに賃金の支払の確保を図るため
に必要な事業
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